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日本の二大政党制が本格化すると
経済政策に

どのような影響を与えるか

同志社大学政策学部 田中宏樹ゼミ Bパート

福田・井尻・金井・中江・嶋岡
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フローチャート

現状分析

中位投票者定理
の立証

仮説＆実証分析

政策提言

二大政党制の定義と日本の現状

政策の収束をめぐる理論とその実際

主成分分析による考察

政策の差異と投票行動

有権者の投票基準に関する実証分析

Specific，Familiar，Reliable政策の提言

「日本は二大政党制化しつつある」

「選挙公報の質が高まることは、
有権者の投票行動に影響を与えない」

「有権者の投票行動に影響を与える」

「日本において、政策は収束していない」
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＜日本の二大政党制の定義＞

現状分析

1-1 二大政党制の定義

・得票率の差が小さい
・得票率二党合計値が高い

「二つの政党間で
政権交代の可能性があること」

G.Sartori 加藤（２００５）



4

＜小選挙区制の導入＞

①自動機械的要因

②心理的要因

1-2 小選挙区制の導入

デュベルジェの法則

現状分析

二大政党制に近づく

有力政党に票が集中
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自民党・民主党得票率の推移（小選挙区）
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1-3 得票率の推移
現状分析
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自民党・民主党得票率の推移（比例代表）
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民主党が自民党を上回る

1-3 得票率の推移
現状分析
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1-4 日本の二大政党制化

＋

日本は
二大政党制化しつつある

現状分析

小選挙区の導入

得票率の拮抗
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フローチャート

現状分析

先行研究の整理

仮説＆実証分析

政策提言

二大政党制の定義と日本の現状

政策の収束をめぐる理論とその実際

主成分分析による考察

政策の差異と投票行動

有権者の投票基準に関する実証分析

Specific，Familiar，Reliable政策の提言

「日本は二大政党制化しつつある」
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自民党の政策 民主党の政策

二大政党制化後

二大政党制化すれば
政策が収束していく

安定的・支配的な社会的決定点

2-1 政党の行動
先行研究の整理

中位投票者定理
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では、現在の日本において、

主成分分析

2-2 仮説の設定
先行研究の整理

・中位投票者定理はあてはまるのか？
・政策は収束するのか？
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2005年衆院選 主要５政党のマニフェスト

自民党
マニフェスト

８分野 ９７項目

社会保障等

教育・文化

財政

地方分権等

経済等

農林水産

治安・防災

行政改革

社会保障費

健康的な生活

医療制度改革

教育基本法

幼児教育

義務教育

介護保険

・
・
・

・
・
・

データ

2-3 分析手法
先行研究の整理
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自民党
政策

共産

社民

公明

民主

同じ ＝ ０点

記載がない、判断できない ＝ １点

違う ＝ ２点

2-3 分析手法
先行研究の整理
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社会保障等 サラリーマン年金一元化

自民 『一元化推進』

２点違う『全ての年金を一元化 』

『厚生年金と共済年金の

統合を推進 』
同じ ０点

2-3 分析手法

民主

公明

先行研究の整理
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自民党 民主党 公明党 社会党 共産党

社会保障の国民負担

健康的な生活

・

・

・

・

医療制度改革の断行

介護保険

（年金）国庫支出金

（年金）サラリーマン

年金一元化
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主成分分析

2-3 分析手法
先行研究の整理
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自民党

民主党

公明党

社民党

共産党

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

-15.0 -10.0 -5.0 0.0 5.0 10.0 15.0

第二主成分

第一主成分

民主党 18.76

公明党 15.18

社民党 17.08

共産党 18.11

自民党と４政党の政策距離

2-4 分析結果
先行研究の整理
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フローチャート

現状分析

中位投票者定理
の立証

仮説＆実証分析

政策提言

二大政党制の定義と日本の現状

政策の収束をめぐる理論とその実際

主成分分析による考察

政策の差異と投票行動

有権者の投票基準に関する実証分析

Specific，Familiar，Reliable政策の提言

「日本は二大政党制化しつつある」

「日本において、政策は収束していない」
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政策

マニフェスト

公
報

公
報

公
報

公
報

公
報

自民党

政策

公
報

公
報

公
報

公
報

公
報

二大政党制化

3-1 仮説の設定
仮説＆実証分析

民主党

マニフェスト

マニフェスト・選挙公報は有権者が政策を知る手段
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＜有権者の判断基準＞

・候補者の人柄？

・政党の好き嫌い？

・政策の質の高さ？

・地元に有利な政策？

「有権者は選挙の際に
政策の質が高い候補者に投票する」

仮説

3-1 仮説の設定
仮説＆実証分析

政策が・・・
・詳しく記載されているか

・理解しやすいか
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UiiXiXiXiXiXYi ++++++= 55443322111 βββββα

3-2 分析手法

分析対象

2005年衆院選300小選挙区のデータ

モデル式

サンプル数

自民党、民主党が両方出ている２８０選挙区

仮説＆実証分析
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3-2 分析手法
UiiXiXiXiXiXYi ++++++= 55443322111 βββββα

＝得票率差Y

＝公報の質の差1X

＝都市化度2X

＝当選回数差

＝利益誘導型政策の差

＝造反選挙区ダミー

3X

4X

5X

（＋）

（－）

仮説＆実証分析

（＋）

（＋）

（＋）
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係数 t値 P値

公報の質の差 0.001263 1.26688 0.206278

都市化度 -8E-05 -0.28248 0.777788

当選回数の差 0.017586 8.502345 1.23E-15

利益誘導型政策の差 0.00111 -0.32597 0.744696

造反選挙区ダミー -0.02028 -0.75253 0.452379

定数項 0.109036 5.236607 3.27E-07

3-3 分析結果
仮説＆実証分析

有権者は
当選回数の多い候補者に

投票している

公報をより具体的に
詳しく作成することは、
得票に結びつかない
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回帰分析

3-4 分析結果の考察
仮説＆実証分析

（仮説） 「有権者は選挙の際に
政策の質が高い候補者に投票する」

選挙公報の質が高まることは、
有権者の投票行動に影響を与えない

立証されなかった

政策を参考に投票していない
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3-4 分析結果の考察
仮説＆実証分析

政党

政党

有権者

経済政策決定プロセス

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

経
済
政
策

経
済
政
策

現在の日本で二大政党制が本格化しても経済政策に影響を与えることはない
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フローチャート

現状分析

中位投票者定理
の立証

仮説＆実証分析

政策提言

二大政党制の定義と日本の現状

政策の収束をめぐる理論とその実際

主成分分析による考察

政策の差異と投票行動

有権者の投票基準に関する実証分析

Specific，Familiar，Reliable政策の提言

「日本は二大政党制化しつつある」

「選挙公報の質が高まることは、
有権者の投票行動に影響を与えない」

「日本において、政策は収束していない」
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原因①

問題の原因
政策提言

「選挙公報の質が高まることは、
有権者の投票行動に影響を与えない」

マニフェスト・選挙公報が具体的でない

原因② 有権者がマニフェストを見るチャンスがない

原因③ 有権者がマニフェスト・選挙公報を信用できない

質の高い経済政策を打ち出しても
有権者には伝わらない
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原因① no specific
政策提言

マニフェスト・選挙公報が具体的でないため、
有権者は内容を理解しづらく、見ていない

マニフェストをSMART基準で分析

＜選挙公報・マニフェスト＞
・政党、候補者が独自に作成
・内容やページ数についての規定なし
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25点満点で採点

合計４５０点

自民党
１６０点/450

民主党
２８５点/450

政策提言

原因① no specific

SMART基準…体裁を定量化

①具体性
②測定可能性
③実現可能性
④適切性
⑤期限明示
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政策提言

提言1 Specific manifesto政策

マニフェスト・選挙公報に数値目標や
達成期間などを盛り込むことを義務化！

有権者は候補者の具体的な政策の内容を
知ることができる！

有権者が政策内容で
投票を行うようになる！！
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政策提言

原因② no chance

マニフェスト・選挙公報を見ることができないため、
有権者がマニフェストを参考にできない

・選挙事務所内
・政党演説会
・会場
・街頭演説

＜公職選挙法第142条2の2項＞

マニフェストの
配置場所が

限定

気軽にマニフェストを
入手できない
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政策提言

提言２ Familiar manifesto政策

142条を法改正し、配布場所を増やす！

・コンビニエンスストア
・都道府県、市町村の役場
・許可された会社
・全国の公立学校
・許可された私立学校
・フリーペーパーに折り込む

マニフェスト・選挙公報を見るチャンスが増え、
有権者は投票の際、参考にしやすくなる！
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政策提言

原因③ no trust

マニフェスト・選挙公報を信用していないため、
有権者がマニフェストを参考にしない

マニフェストどおりに政策が
実施される保証がない

有権者がマニフェストを
見るはずがない
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政策提言

提言３ Reliable manifesto政策

＜マニフェスト評価機関＞

マニフェストへの信用を高め、
有権者が投票の際、参考にするようになる！

自己評価と他者評価のギャップにより
評価の論点を明確化

自己評価 他者評価＋

政策を出した政党・候補者が自ら評価

政党・候補者以外が評価

二種類の評価を
盛り込む
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Familiar
manifesto

Reliable 
manifesto 

有権者が政策を見て投票するようになる

Specific
manifesto 

政策提言

まとめ

二大政党制の本格化が
経済政策に

なんらかの影響を与える

３つすべてを実行する
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